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MPレーダ雨量算定精度向上に
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１．はじめに

国土交通省では2010年からMPレーダ雨量計による

雨量観測を実施し、即時性および空間解像度の高い

レーダ雨量情報を配信しており、国総研では観測精

度のさらなる向上に取り組んでいる。

２．MPレーダ雨量算定における課題

MPレーダ雨量計では水平及び垂直の二種類の偏波

を送受信し、これらの電波が降雨の中を通過したこ

とによって生じた位相の差から降雨強度を推定する。

具体的には、雨が強くなるほど雨滴形状が扁平な形

になるという事実に基づき、偏波間位相差変化率

（Kdp）を用いたKdp-R関係式（式1）が使用される。

しかし、（式1）で求められた降雨強度と地上雨量を

比較すると過小評価が認められるため、国土交通省

では、（式1）に雨量算定補正係数α（=1.2）を乗じ

たものをMPレーダ雨量としている。

（式1）

現在αは、これまでに得られたMPレーダ雨量デー

タと地上観測雨量データとの相関分析から、時期や

場所によらず一定値として運用されている。しかし、

降雨イベント毎にみると、図1のとおり地上雨量との

相関が最も高いαは必ずしも一律ではない可能性が

ある。このようなαの変動特性は、未だ明らかにな

っていない。

３．AIを活用した分析

降雨イベント毎に精度の高い雨量算定が可能

な最適なαを設定できれば、MPレーダ雨量の観測

精度向上策の一つになると考えられる。そのため

には、αの変動特性を把握する必要がある。また、

MPレーダ雨量計で大量に蓄積された、表１に示す

ような様々な観測データをフル活用し、MPレーダ

雨量観測の即時性を損なうことなく臨機に最適

なαを設定できないか、という狙いから、MPレー

ダ雨量計の観測データを元に学習したAIを用い

て、降雨イベント毎に最適なαをリアルタイムで

設定する手法を考案するべく、準備を行っている。

４．今後の展開

2018年度は、AIに入力するための8年分の降雨事例

の観測データを選定し整理した。今後は、観測デー

タとαの関係を分析する最適なAIモデルを構築し、

学習および推測計算を実施する。そしてAIによる分

析結果と、ディスドロメータによる雨滴粒径分布な

どの直接観測結果との関係を考察し、αを変化させ

る攪乱因子について解明していく。

☞詳細情報はこちら

1) 国総研資料No.909、XRAIN雨量観測の実用化技術

に関する検討資料（2016年5月）
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表1 MPレーダ雨量計の観測データ項目

図1 降雨イベント毎の地上雨量と最も相関の高い雨量

算定補正係数α
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１．はじめに 

地下水は水循環系を構成する重要な要素の一つで

あり、我が国では、良質な地下水が身近で入手出来

る場合が多く、有史以来、重要な水資源の一つとな

ってきた。 

しかしながら、高度経済成長期等において、地下

水を過剰に取水したため、地下水位が低下し、地下

水の取水障害、地盤沈下、臨海地域における地下水

の塩水化等の地下水障害が発生した。そのため、地

下水障害が発生した地域を中心に、地下水の取水が

規制され、地下水から表流水へ水源転換を行ってき

た。その結果、地下水位の回復傾向が確認され、地

下水の有効利用を行っている地域もあるが、過去の

轍を踏まぬよう、慎重に利用する必要がある。 

一方で、我が国における「水」に纏わる環境も変

化している。例えば、地球温暖化は疑う余地がない

とされ、降雨が極端化し、洪水・渇水リスクの上昇

が懸念されている。また、南海トラフ地震など大規

模地震の発生が高確率で予測される中で、震災で水

道供給システムが被災した場合の断水が懸念されて

いる。実際、今年度においても、平成30年7月豪雨や

平成30年北海道胆振東部地震において広域的に断水

し、給水活動が行われた事は記憶に新しい。 

２．水循環解析を用いた地下水利用可能量の評価 

こうした災害時に表流水に代わって、地下水を利

用することにより災害への強靭性の強化が期待され

る。そのためには地下水の利用可能量を事前に評価

する必要があり、本研究では鳥取県の千代川流域を

対象にケーススタディを行った。具体には、同流域

に、水循環解析モデルを構築し、渇水イベント（平

成6年降雨波形の4月～8月期の降雨量を1/100の年確

率に引き縮め）に対して、表流水取水量の20％を地

下水（洪積層）に水源転換した場合の解析を行った。

その際、これまでの最低地下水位や地盤沈下が沈静

化した頃の地下水位と解析値を比較し、渇水時に地

下水の非常利用を行う可能性を見出した。 

 

３．災害時協力井戸制度 

平成7年に発生した阪神・淡路大地震では、水道施

設に被害が生じたため、消火用水、避難者の飲料用

水、生活用水などあらゆる場面で「水」が不足し、

地下水の利用が着目された。また、平成19年に発生

した新潟県中越沖地震では、断水が約3週間続く中、

通常は消雪用井戸として用いられる地下水が利用さ

れ、深刻な水不足とならなかった。 

こうした事を踏まえ、一部の地方公共団体では、

「災害時協力井戸」制度を設け、市民等が所有して

いる井戸を「災害時協力井戸」として登録し、大震

災などの災害時に地域に井戸水を提供して頂く制度

を設けている。 

水循環解析による地下水利用可能量の評価はこの

制度を支援するものであり、災害時の代替利用も含

めて、引き続き研究を継続したい。 

【参考】 

☞詳細情報はこちら

1) 国総研資料 No.883 (2016年3月)

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0883.htm
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図 水循環解析モデルの概念図 
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